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競争参加資格確認申請書及び技術提案書作成要領 

（総合評価落札方式） 

 

         事業名 森林環境保全整備事業（仁鮒小掛山外 9 地区） 

 

 

１ 競争参加資格確認申請書及び技術提案書の構成 

 

(1) 競争参加資格確認申請書及び技術提案書（以下「申請書及び技術提案書」という）

の構成は、次のとおりとする。 

① 提出文書・・・・ ・・・・・・ 様式１－１（標準型） 

様式１－２（標準型・簡素化対象）（別添含む） 

（省略する書類がある場合） 

② 入札公告の２(2)に定める全省庁統一資格の資格確認通知書の写し。 

③ 入札公告の２(2)に定める林業労働力の確保の促進に関する法律第 5 条に基づく

都道府県知事の認定書の写し（認定を受けている場合）。 

④ 事業計画の工程管理  ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式２ 

⑤ 事業の計画・実施に係わる提案 ・・・・・・・・・・・・  様式３ 

⑥ 同種の事業の実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式４及び付表 

(該当する場合) 

⑦ 事業成績評定の平均点計算書・・・・・・・・・・・・・・ 様式５ 

⑧ 企業の事業実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式６ 

⑨ 配置予定技術者（現場代理人）の資格等・・・・・・・・・ 様式７ 

⑩ 従事予定者の資格・研修受講の有無・・・・・・・・・・・ 様式８ 

⑪ 地域への貢献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式９ 

⑫ 従業員の雇用形態・地元雇用・月給制・・・・・・・・・・ 様式 10.12 

⑬ 従業員名簿・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  様式 11 

⑭ 企業の信頼性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  様式 12 

⑮ 農林水産業・食品産業の作業安全のための規範・・・・・・ 様式 13 

⑯ 賃上げ実施の表明の有無・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式 14 

                              (該当する場合) 

⑰ 検知業務実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 様式 15 

 

(2) 申請書及び技術提案書のサイズはＡ４とする。 

(3) 紙入札方式により入札に参加する場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所・

氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた郵送料金の切手を貼った長３号封筒を申請書

と併せて提出してください。 
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２ 申請書及び技術提案書の内容 

 

作成する申請書及び技術提案書の内容は、次表及び様式に基づき記載するものとし、

該当しない事項については記載しない。 

 

記載事項 内容に関する留意事項 

(1) 事業計画 

【標準型の場合のみ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事業期間の設定、工程管理に係わる工夫・提案 

各作業期間の設定、工程管理について工夫・提案を記載する。 

なお、事業期間が複数年度にわたる場合は各年度ごとに作成を

行うものとする。 

①に係る記載様式は、様式２とする。 

② 事業計画上の考慮事項に係わる工夫・提案 

事業の実施手順、次年度以降の施業への配慮等を記載する。 

なお、生産と造林の一貫作業の場合、又は複数年度にわたる事

業の場合は、作業の効率化のための具体的取組についても記載す

る。 

③ 自然環境への配慮、生産性向上に係わる工夫・提案 

現地の環境条件（地形、地質、環境、地域特性等への配慮）、

生産性向上への取組を記載する。 

④ 品質管理に係わる工夫・提案 

資材の品質の確認方法、管理方法を記載する。 

⑤ 安全対策に係わる工夫・提案 

作業時の安全確保に関する具体的取組を記載する。 

⑥ 造林と生産の一貫作業の場合は、作業の効率化の為の具体的取

組についても記載する。 

   ②～⑥に係る記載様式は、様式３とする。 

(2) 企業の事業実績 

【標準型・簡易型共通】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 同種事業の実績 

平成 22 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日（過去 15 年間（入札

公告日の属する年度含まない））に元請・下請として、完成、引

き渡しが完了した事業実績の中から、代表的なものを 1 件記載す

る。 

また、林業労働力の確保の促進に関する法律（平成 8 年法律第

45 号）第 5 条第 3 項に基づく認定を受けている事業主（以下「認

定事業主」という。）については、自己の等級に対応する発注対

象事業に加え、自己の等級より上位に対応する事業に入札するこ

とが出来るものとする。 

ただし、発注対象事業より下位の等級に格付けされた認定事

業主が直近上位より上位に入札する場合、認定事業主以外が上
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位に入札する場合は、発注対象事業と同程度の期間で平成 22

年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日（過去 15 年間（入札公告日の

属する年度含まない））に対象等級と同規模の事業を完了した

実績（国有林野事業の発注以外の事業を含み、元請・下請とし

て、完成、引き渡しが完了した事業実績）を記載する。同種事

業は、入札公告２(6)、入札説明書４(6)で示した事業とする。 

同種事業として記載した事業が事業成績評定を実施したもの

である場合には、事業成績評定通知書の写しを提出する。 

なお、評定点が 65 点未満のものは、事業実績として認めない。 

事業実績は、事業名、発注機関名、場所、契約金額、事業期間、

受注形態等のほか、事業概要を記載する。 

共同事業体構成員としての事業実績は、出資比率が 20％以上の

事業に限る。 

自己山林に関する同種の事業の実績については、国、都道府県

等から通知された補助金交付決定通知書等の証明書の写しを提

出できるものに限り認めるものとする。 

事業名及び発注機関欄には「自己山林」と記載し、契約金額に

ついては、都道府県の造林補助事業における標準単価、地元の森

林組合等から聞き取りした数値などにより算定する。 

①に係る記載様式は、様式４及び付表とする。 

② 事業成績評定点 

過去 2 年間（入札公告日の属する年度の前年度及び前々年度）

に森林管理局・署等（他局を含む）の発注した事業のうち、事

業成績評定を受けた発注対象事業と同種の事業（造林又は生

産）のすべて（評定点が 65 点未満のものも含む）を記載する。 

②に係る記載様式は、様式５とする。 

③ 事業に関する表彰実績  

過去 10 年間における国有林又は国有林以外（国（他機関）、

都道府県又は市町村）から受けた当該事業に関連する表彰実績の

有無を記載する。 

④ 本店、支店又は営業所の所在 

当該事業実施県内又は隣接県内に本店、支店又は営業所の所在の

有無を記載する。 

⑤ 低入札価格調査 

過去2年間で国有林野事業の発注事業における低入札価格調査

対象業務の有無を記載する。 

③～⑤に係る記載様式は様式６とする。 
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(3) 配置予定技術者（現

場代理人）等の能力 

【標準型・簡易型共通】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 配置予定技術者の事業経験 

配置予定技術者の氏名を記載する。 

申請書及び技術提案書資料提出時に技術者が特定できない場

合は、資格等の要件を満たす複数の候補者を記入することができ

る。その場合、審査については、各候補者のうち資格等の評価が

最も低い者で評価する。 

次の要件を満たす配置予定技術者の事業経験を記載する。 

ア  入札参加者が直接雇用するもので技術者の資格を有し

ている者。（同種事業に従事した実績がある場合は、併

せて記載する。） 

入札参加者が直接雇用するもので資格を有していない

場合は、入札公告の事業か同種の事業（国有林野事業の発

注以外の事業を含み、元請・下請として、完成、引き渡し

が完了した同種事業に従事した代表的なもの（事業規模の

大きいもの）のうち次の優先順位（①現場代理人として経

験した事業、②現場代理人以外で経験した事業。）に基づ

くこと。）に 3 年以上従事している者。 

また、配置予定技術者の、同種事業に 3 年以上従事して

いることを証明するための契約書又は従事したことが証

明できる書類等「3 ヶ年度」分（年度毎に 1 件）添付する

こと。 

イ 共同事業体にあっては、構成員のうち 1 社の技術者が上

記アの経験を有していればよい。（共同事業体構成員とし

ての実績は、出資比率 20％以上の事業に限る。） 

ウ 技術者は、契約締結の日から本事業に常駐できる者とす

る。 

ただし、次に掲げる期間の常駐は要しない。 

ア  契約締結後、現場の事業に着手するまでの期間（現場事

務所の設置、資機材の搬入又は仮設工等が開始されるまで

の期間）。 

イ  自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、事業を全

面的に一時中止している期間。 

ウ  事業完成後、検査が終了し事務手続き後片付け等のみが

残っている期間。 

同一の技術者を重複して複数事業の配置予定技術者とするこ

とは差し支えないものとするが、他の事業を落札又は落札予定

者となったことにより記載した技術者を配置出来なくなったと

きには、直ちに提出した申請書及び技術提案書の取り下げ又は

入札を辞退するものとする。 
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なお、このとき、これらの行為を行わずに入札した者について

は、「工事請負契約指名停止等措置要領の制定について」（昭和

59 年 6 月 11 日付け 59 林野経第 156 号林野庁長官通知）又は「物

品の製造契約、物品の購入契約及び役務等契約指名停止等措置要

領」（平成 26 年 12 月 4 日付け 26 林政政第 338 号林野庁長官通

知）に基づく指名停止措置を行うことがある。 

契約締結後、配置予定の技術者の常駐義務違反の事実が確認さ

れた場合には、契約を解除することがある。 

なお、病休・死亡・退職等、真にやむを得ない場合の外は、配

置技術者の変更は認められない。 

やむを得ず配置技術者を変更する場合は、次に掲げる場合等と

する。 

ア 受注者の責によらない理由により事業中止又は事業内

容の大幅な変更が発生し、履行期限が延長された場合。 

イ 一つの契約期限が多年に及ぶ場合（大規模な事業の場

合）。 

いずれの場合であっても、発注者との協議により交代の時期は

工程上一定の区切りと認められる時期とするほか、同種事業の経

験が当初配置技術者と同等以上の者を配置しなければならない。 

② 配置予定技術者の資格 

配置予定技術者が有している技術士、林業技士、グリーンマイ

スター、グリーンワーカー、ニューグリーンマイスター、フォレ

ストマネージャー、フォレストリーダー、フォレストワーカー（林

業作業士）、青年林業士の資格を記入する。 

①～②に係る記載様式は、様式７とする。 

③ 従事予定者の資格・研修受講 

従事予定者の資格・研修受講の有無を記載する。 

【素材生産事業】 

労働安全衛生規則等に基づき必要とされる下記資格の有無を

記載する。改正前労働安全衛生規則第 36 条第 8 号特別教育の修

了者（併せて伐木等の業務（基発第 0214 第 9 号第 2 の 1 特別教

育（補講））受講の有無も記載）、改正後労働安全衛生規則第 36

条第 8 号の修了者、車両系建設機械運転技能講習又は不整地運搬

車技能講習の修了者、伐木等の機械の運転業務に関する特別教

育、走行集材機械の運転業務に関する特別教育、簡易架線集材装

置等の運転業務に関する特別教育、地山掘削作業主任者、はい作

業主任者、架線作業を行う場合は林業架線作業主任者及び機械集

材装置の運転の業務に関する特別教育）を従事予定者のいずれか

が有しているものとし、資格の有無を記載する。 

また、林野庁主催・実施の「低コスト作業路企画者養成研修」

「低コスト作業路技術者養成研修」、「森林作業道作設オペレ 
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ーター研修」、「森林作業システム高度技能者育成研修」、「高

度架線技能者養成研修」、県主催・実施の研修にあっては林野庁

主催・実施する「森林作業道作設オペレーター研修」と同等の研

修の受講の有無を記載する。 

【共通】 

過去 1 年間における森林・自然環境技術教育会(JAFEE)又は(社) 

日本技術士会が発行する森林部 門に関する継続教育(森林分野

CPD)の受講の有無を記載する。 

③に係る記載様式は、様式８とする。 

(4) 地域への貢献 

【標準型・簡易型共通】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 災害協定等 

過去 5 年間における国有林又は国有林以外（国（他機関）、都

道府県又は市町村）と現在締結している災害協定等に基づく活動

実績の有無を記載する。 

② 防災活動に関する表彰 

過去 10 年間における国有林又は国有林以外（国（他機関）、

都道府県又は市町村）からの防災活動に関する表彰実績の有無を

記載する。 

③ 国土緑化活動 

過去 5 年間における植林活動、国有林又は国有林以外（国（他

機関）、都道府県又は市町村）との分収林等契約の取組実績の有

無を記載する。 

④ ボランティア活動（東日本大震災に係る活動を除く。） 

過去 2 年間における国有林又は農林水産省（国有林以外）、国

（他機関）、都道府県又は市町村でのボランティア活動実績の有

無を記載する。 

また、過去 1 年間における有害鳥獣捕獲への協力活動（シカ対

策）実績の有無を記載する。 

⑤ 地域の民有林管理への貢献の取組 

  森林経営管理法に基づき市町村から経営管理実施権の設定を

受けているかの有無を記載する。（当該都道府県の知事から森林

経営管理法第 36 条第２項の要件に適合する者として公表された

者に限る。） 

  また、当該都道府県知事から、森林経営管理法第 36 条第２項

の要件に適合する者として公表されているかの有無を記載する。 
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   また、「育成を図る林業経営体」(H30.2.6 長官通知)に選定さ

れているかの有無を記載する。 

  また、森林法に基づく森林経営計画を自ら作成し、認定を受け

ているかの有無を記載する。 

また、過去 1 年間における民有林の森林整備作業を請け負った

実績の有無を記載する。    

 ①から⑤に係る記載様式は、様式９とする。 

⑥ 従業員の地元雇用 

事業に従事する従業員の過半数が地域内に居住しているかの

有無を記載する。 

  ⑥に係る記載様式は様式 10 とする。 

 

 

(5) 企業の信頼性 

【標準型・簡易型共通】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 伐採・造林に関する行動規範の策定 

  伐採・造林に関する行動規範の策定・遵守の有無を記載する。 

  ①に係る記載様式は、様式 12 とする。 

② 月給制への対応 

  事業に従事する従業員全員の（臨時雇用者・下請の雇用者を除

く）に月給制を導入しているかの有無を記載する。 

  ②に係る記載様式は、様式 12 とする。 

③ 人材育成の貢献 

過去 1 年間における林業従事者促進のため、林業大学校及び農

林高校等のインターンシップ等の受け入れ実績の有無を記載す

る。 

③に係る記載様式は、様式 12 とする。 

④従業員の雇用形態 

素材生産事業、造林事業に係わる全ての従業員の雇用状況につ

いて直接雇用・下請等別、常用・臨時別に記載する。 

事業協同組合については、当該事業協同組合が直接雇用した者

を直接雇用者とし、組合員が直接雇用した者については、下請企

業等の雇用者として取扱うものとする。 

④に係る記載様式は、様式 10 とする。 

⑤ 労働福祉等の状況 

従業員の社会保険等の加入状況、林業退職金共済機構、建設業

退職金共済組合又は中小企業退職金共済事業団との退職金共済

契約締結の有無を記載する。 

⑤に係る記載様式は、様式 11・12 とする。 

⑥ 働き方改革の取組（過去１年間） 

   効率的な作業システム、工程管理の工夫等を行うとともに、生

産性向上に取り組んでいるかの有無を記載し、有の場合 は前年
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度の実績を記載する。 

  なお、当該箇所における生産性目標値については、実績の有無

に関わらず必ず記載する。 

  現場従事者の技術の向上に向け、技術指導、研修会・講習 会

の開催・参加、資格取得への支援等を行う体制の有無を記載する。 

  作業の平準化、天候に応じた就業調整等により、現場作業員の

休暇日数の確保に組織的に取り組んでいるかの有無を記載する。 

⑦ ワーク・ライフ・バランス等の推進の状況 

   行動計画の策定等に係る認定の有無を記載する。 

⑧ 安全管理 

   過去 2 年間の休業 4 日以上の労働災害の有無を記載する。 

⑨ 安全対策への取組 

  入札公告日の属する年度の前年度までに労働安全コンサルタ

ントによる安全診断を受けたことがあるかの有無を記載する。 

⑩ 入札公告日の属する年度の前年度までにリスクアセスメントに

取り組んでいるかの有無を記載する。 

⑪ 林業経営体登録の有無 

   ｢林業経営体に関する情報の登録・公表について｣(H24.2.2  8

長官通知)に基づく登録の有無を記載する。 

⑫ 電子調達システムの導入の有無 

電子調達システムにより応札した場合に記載する。 

なお、過去に電子調達システムによる入札参加の実績がなくて 

も今回の入札で導入していれば「有」とする。 

⑬ 不誠実な行為 

   過去 2年間における営業停止及び指名停止の処分又は文書によ 

る指導・注意を受けたことの有無を記載する。 

   ⑥～⑬に係る記載様式は、様式 12 とする。 

⑭ 農林水産業・食品産業の作業安全のための規範 

    入札公告日の属する年度の前年度までに取り組んでいるかを

記載する。 

  ⑭に係る記載様式は、様式 13 とする。 

(6)賃上げの実績 

【標準型・簡易型共通】 

 

① 企業等が従業員への賃金の引上げを表明した場合に記載する。 

① に係る記載様式は、様式 14 とする。 

※本事業は、令和７年度国有林野事業における技術提案書資料等の簡素化対象事業である。 

様式４・５・７・８・15 の添付資料について、内容に異同がない場合に限り当年度の入札

参加時に提出した当該資料をもって、提出を省略することができる。この場合は、様式１

別添提出書類一覧に当該資料を提出した入札の情報を記載し提出すること。 
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３ 総合評価落札方式に関する事項 

 

(1) 評価の基準 

評価項目 評価基準 評価

点 

【標準型の場合のみ】 

【事業計画】   

 

 

配点 

 

造林

又は

生産

は 

10 点 

  

生産

で複

数年

契約

は 

14 点 

 

 

 

 

 

事業期間の設定・工

程管理の適切性 

各作業期間の設定、工程管理の工夫に対して評価する。 

 

事業計画上の考慮

事項（実施手順等）

の妥当性 

事業の実施手順、次年度以降の施業へ配慮した工夫に対

して評価する。 

 

自然環境への配慮

生産性向上への取

組の適切性 

現地の環境条件（地形、地質、環境、地域特性等）への

配慮、生産性向上への工夫に対して評価する。 

 

品質管理（品質の確

認方法、管理方法）

の適切性 

資材の品質の確認方法、管理方法の適切性について評価

する。 

 

安全対策の適切性 

 

作業時の安全確保に関する具体的取組の適切性につい

て評価する。 

複数年度にわたる

事業における作業

システム 

現場作業員や機械の配置等、効率的な作業システムの構

築又は生産性向上に向けた具体的取組について評価する。 

複数年度にわたる

事業における森林

作業道の計画・施行

及び保全管理への

配慮 

効率的かつ低コストで耐久性の高い森林作業道の計画

・施行及び保全管理への配慮などの具体的取組について評

価する。 

 

【以下、標準型及び簡易型共通】 

【企業の事業実績】   

 

 

 

 

配点 

15 点 

 

 

同種事業の実績（平

成 22 年 4 月 1 日～

令和 7 年 3 月 31 日

（（過去 15 年間（入

札公告日の属する

年度含まない））） 

発注先別の同種事業の実績状況について評価する。 

 

 

 

事業成績評定点（過

去 2 年間（入札公告

日の属する年度の

前年度及び前々年

事業成績評定の結果について評価する。 
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度）の平均点） 

事業に関する表彰

実績（過去 10 年間） 

国有林又は国有林以外（国（他機関）、都道府県又は市

町村）から受けた当該事業に関連する表彰実績について評

価する。 

本店、支店又は営業

所の所在 

  当該事業実施県内又は隣接県内にある本店等の所在地

の有無について評価する。 

低入札価格調査(過

去 2 年間） 

低入札価格の調査対象の有無及び調査対象となった事

業成績評定について評価する。 

 

【配置予定技術者(現場代理人)等の能力】  

 

 

 

 

 

 配点 

8 点 

  

 

 

 

 

配置予定技術者の

事業経験（平成 22

年 4 月 1 日～令和 7

年 3 月 31 日（過去

15 年間（入札公告日

の属する年度含ま

ない））） 

発注先別の技術者の事業経験について評価する。 

 

 

 

 

配置予定技術者の

資格 

発注先別の技術者の保有する技術士等の資格数につい

て評価する。 

従事予定者の研修

の受講 

 

素材生産事業においては、「低コスト作業路企画者養成

研修」等の受講の有無について評価する。 

  

【地域への貢献】   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 配点 

19 点 

 

 

 

 

災害協定等（過去 5

年間） 

国有林又は国有林以外（国（他機関）、都道府県又は市

町村）と現在締結している災害協定等に基づく活動実績の

有無について評価する。 

防災活動に関する

表彰（過去 10 年間） 

国有林又は国有林以外（国（他機関）、都道府県又は市

町村）からの防災活動に関する表彰実績の有無について評

価する。 

国土緑化活動（過去

5 年間） 

植林活動、国有林又は国有林以外（国（他機関）、都道

府県又は市町村）との分収林等契約の取組実績の有無につ

いて評価する。 

ボランティア活動

（東日本大震災に

係る活動を除く） 

 

 

 

国有林又は農林水産省（国有林以外）、国（他機関）、

都道府県又は市町村でのボランティア活動実績（災害協定

等の活動実績を除く）について、過去 2 年間における有無

について評価する。 

また、有害鳥獣捕獲への協力活動（シカ対策）実績につ

いては、過去 1 年間における有無について評価する。  

地域の民有林管理

への貢献の取組 

  森林経営管理法に基づき市町村から経営管理実施権の

設定を受けているかの評価をする。 
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 また、当該都道府県知事から、森林経営管理法第 36 条

第２項の要件に適合する者として公表されているかの評

価をする。 

 また、「育成を図る林業経営体」(H30.2.6 長官通知)に

選定されているかの評価をする。 

 また、森林経営計画を自ら作成し、認定の有無について

評価する。 

 また、過去 1 年間における民有林の森林整備作業の実績

の有無について評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の地元雇用 

 

 事業に従事する従業員の過半数が地域内に居住してい

るか評価する。 

【企業の信頼性】   

 

 

 

 

 

 

配点 

30 点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伐採・造林に関する

行動規範の策定    

 

伐採・造林に関する行動規範を策定しているか、所属す

る業界団体等が作成した行動規範等を遵守しているか評

価する。    

月給制への対応    

                   

  事業に従事する従業員全員（臨時雇用者・下請の雇用者

を除く）に月給制を導入しているか評価する。      

 人材育成の貢献(過

去 1 年間) 

  林業大学校、農林高校等のインターンシップ、実習等の

受け入れの実績の有無について評価する。 

従業員の雇用形態 

 

素材生産事業、造林事業に係わる従業員の雇用形態につ

いて評価する。 

労働福祉等の状況 退職金共済契約締結の事実について評価する。 

 働き方改革の取組

（過去 1 年間） 

労働生産性の向上、現場従事者の技術向上、休暇日数の

確保等に取り組んでいるか評価する。 

ワーク・ライフ・バ

ランス等の推進 

ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業について評

価する。 

安全管理 

 

 

過去２年間の休業４日以上の労働災害の有無、事業年度

の前年度までの労働安全コンサルタントによる安全診断、

リスクアセスメントの取組について評価する。 

林業経営体登録の

有無 

 

  ｢林業経営体に関する情報の登録・公表について｣

(H24.2.28 長官通知)に基づく登録の有無について評価す

る。 

電子調達シテムの

導入の有無 

電子調達システムの導入の有無について評価する。 

不誠実な行為（過去

2 年間） 

営業停止及び指名停止の処分又は文書による指導・注意

を受けたことの有無について評価する。 

【賃上げの実績】   

 

 

配点 

賃上げの実施を表

明した企業等（詳細

は【別添】のとおり） 

 事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与

等受給者一人当たりの平均受給額を３％以上増加させる

旨、従業員に表明していること。【大企業】 
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 事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与

総額を 1.5％以上増加させる旨、従業員に表明しているこ

と。【中小企業等】 

8 点 

 

 

 上記の内容に該当しない。  0 点 

 

(2) 総合評価の方法等 

ア「標準点」を 100 点とし、「加算点」の最高点を標準型 94 点、簡易型 80 点とする。 

イ「加算点」の算出方法は、上記(1)の各評価項目（事業計画、企業の事業実績、配置

予定技術者の能力、地域への貢献、企業の信頼性）について評価に応じ得点を与え

る。 

ウ 価格と価格以外の要素を総合的に評価する総合評価落札方式は、入札参加者の「標

準点」と「加算点」の合計を入札参加者の入札価格で除して得た数値（｛標準点＋

加算点｝÷ 入札価格、以下「評価値」という。）により行う。 

エ 欠格がある場合は、入札参加を認めないものとする。 

 

(3) 落札者の決定方法 

ア  入札参加者の「評価値」の最も高い者を落札者とする。 

なお、落札の条件は、次のとおりとする。 

① 入札価格が予定価格（税抜き）の制限の範囲内であること。 

② 事業計画が発注者の予定している最低限の要求要件を下回らないこと。 

イ 上記アにおいて、評価値の最も高い者が 2 者以上ある場合は、当該者にくじを引

かせて落札者を決定する。 

 

(4) 評価内容の担保 

実際の実施に関しては、落札者は事業計画に記載された内容により実施することと

し、採用された技術提案の実施を担保するため、必要に応じて加除訂正を行った上で

当該技術提案を契約書に添付するとともに、その実施を約する旨の条項を付する。 

事業完了後の検査（複数年度にわたる事業の場合は、単年度ごとの最終の（部分）

検査）の際、履行状況について確認を行う。請負者の責により記載内容が満足出来な

い場合には、満足出来ない評価項目ごとに、事業成績評定の点数を 3 点ずつ減ずるこ

ととする。 

さらに、契約金額の減額、損害賠償請求等を行うことがある。 

 

(5) 「様式 6 企業の事業実績」、「様式 9 地域への貢献」、「様式 12 企業の信頼性」

の過去〇年間の考え方について 

 

過去〇年間とは、簡素化対象事業の該当年度を基準としており、技術提案書作成要

領及び各要領様式に掲げた期間の定義は次のとおりとする。 
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① 「過去 1 年間」とは、入札公告日の属する年度の前年度 4 月 1 日から前年度 3

月 31 日までの 1 年度間。 

② 「過去 2 年間」とは、入札公告日の属する年度の前々年度 4 月 1 日から前年度 3

月 31 日までの 2 年度間 

③ 「過去 5 年間」とは、入札公告日の属する年度の前年度を含めた 5 年前の 4 月 1

日から前年度 3 月 31 日までの 5 年度間 

④ 「過去 10 年間」とは、入札公告日の属する年度の前年度を含めた 10 年前の 4

月 1 日から前年度 3 月 31 日までの 10 年度間 

 

（例）令和 7 年度中に公告したもの 

過去 1 年間 令和 6 年 4 月 1 日 ～ 令和 7 年 3 月 31 日 

過去 2 年間 令和 5 年 4 月 1 日 ～ 令和 7 年 3 月 31 日 

過去 5 年間 平成 32 年 4 月 1 日 ～ 令和 7 年 3 月 31 日 

過去 10 年間 平成 27 年 4 月 1 日 ～ 令和 7 年 3 月 31 日 





様式１－２（標準型・簡素化対象） 
令和○○年○○月○○日 

 
分任支出負担行為担当官 

○○森林管理署長 殿 
 

住 所  〒○○○－○○○○ 
○○県○○市○○番 

代表者  ○○○株式会社 
代表取締役社長  ○○ ○ 

 
競争参加資格確認申請書及び技術提案書の提出について 

 
令和○○年○○月○○日付けで公告のありました○○○○事業の受注を希望した

いので、事業期間の設定や工程管理及び事業実施に必要な有資格者の配置について
は、図面及び仕様書等に定める標準案（技術提案書が不採用の場合も含む）や当社
負担により追加提案した技術提案書に従って実施することを誓約した上で、競争参
加資格申請書及び下記の技術提案書を提出いたします。 

今事業は、令和○年度国有林野事業における技術提案資料等の簡素化対象事業で
あるため、様式１―２別添により提出書類を省略します。 

なお、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条の規定に該当する
者でないこと及び提出書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 
 

記 
 
１  簡素化対象事業時提出書類（様式１―２別添） 
２  事業計画の工程管理（様式２）   
３  事業の計画・実施に係わる提案（様式３） 
４  同種の事業の実績（様式４）（該当する場合は付表） 
５  （様式４）に係る証明書の写し 
６  事業成績評定の平均点計算書（様式５） 
７  （様式５）に係る証明書の写し 
８  企業の事業実績（様式６） 
９  （様式６）に係る証明書の写し 
10  配置予定技術者（現場代理人）の資格等（様式７） 
11  （様式７）に係る証明書の写し 
12  従事予定者の資格・研修受講の有無（様式８） 
13  （様式８）に係る証明書の写し 
14  地域への貢献（様式９） 
15  （様式９）に係る証明書の写し 
16  従業員の雇用形態・地元雇用・月給制（様式 10・12） 
17 従業員名簿（様式 11） 
18 （様式 11）に係る証明書の写し 
19  企業の信頼性（様式 12） 
20  （様式 12）に係る証明書の写し 
21 農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（様式 13) 
22  従業員への賃金引上げ計画の表明（様式 14） 
23 検知業務実績（様式 15） 
24 （様式 15）に係る証明書の写し 
25  問い合わせ先 

担当者名 ： ○○ ○○ 
部 署  ：  （株）○○○○ ○○部○○課 
電話番号 ： （代）○○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］ 

※１ 申請書及び技術提案書のサイズはＡ４とする。 
※２ 紙入札方式により入札に参加する場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載

し、簡易書留料金分を加えた郵送料金の切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出してく
ださい。 

[○／○] 



様式１－２別添 
 
提出書類一覧  （○○○○事業） 
 

様式名称 

 

添付書類 

 

提出確認 

 

省略する場合 

 

資格審査結果通知書(全省庁統一資格)【写】 

 

提出/省略 

 

【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に

提出済み。（内容に異同はない。） 

 

 

都道府県知事からの認定証明書類【写】 

 

提出/省略 

 

 

様式１ 【表紙】 

 

有／無 

 

 

 

 

様式２ 【事業計画の工程管理】 有/無 

 

 

 

 

様式３ 【事業の計画・実施に係わる提案】 有/無 

 

 

 

 

様式４ 【同種の事業の実績】 

 

有／無 

 

（※改善措置用）付表は省略不可 

 

 

 

 

契約書・事業成績評

定通知書【写】 

 

提出/省略 

/一部再 

 

【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に

提出済み。（内容に異同はない。）  

 

様式５ 【事業成績評定の平均点計算書】 

 

有／無 

 

 

 

 

 

 

 

事業成績評定通知書

【写】 

 

提出/省略 

/一部再 

 

【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に

提出済み。（内容に異同はない。） 

 

様式６ 

 【企業の事業実績】 

 

参考図書 

（必要に応じて） 

 

有／無 

 

 

 

 

様式７ 

 【配置予定技術者（現場代理人）の資格等】 

 

有／無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約書【写】 

 

 

提出/省略 

/一部再 

 

【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に

提出済み。（内容に異同はない。） 

 

資格者証【写】 

 

 

提出/省略 

/一部再 

 

【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に

提出済み。（内容に異同はない。） 

 

様式８ 

 【従事予定者の資格・研修受講の有無】 

 

有／無 

 

 

 

 

 

 

 

終了証等【写】 

 

 

提出/省略 

 

/一部再 

【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に

提出済み。（内容に異同はない。） 

 

 

 



 

様式９ 

【地域への貢献】 

 

参考図書 

（必要に応じて） 

 

有／無 

 

 

 

 

様式１０ 

【従業員の雇用形態

・地元雇用・月給制】 

 

参考図書 

（必要に応じて） 

 

有／無 

 

 

様式１１ 

【従業員名簿】 

 

参考図書 

（必要に応じて） 

 

有／無 

 

 

 

様式１２ 

【企業の信頼性】 

 

参考図書 

（必要に応じて） 

 

有／無 

 

 

 

様式１３ 

【農林水産業・食品産業の作業安全のため

の規範】 

 

有／無 

 

 

 

様式１４【賃上げ実施の表明】 

 

 

有／無 

 

 

様式１５ 

【検知業務実績】 

 

 

有／無 

 

 

 
 

契約書・資格証等【写】  
提出/省略 

/一部再 

 
【記載例】○○地区事業（○月○日入札）に
提出済み。（内容に異同はない。） 

注１：様式４・５・７・８・15 の添付資料について、内容に異同がない場合に限り当年度の入札参

加時に提出した当該資料をもって、提出を省略することができる。この場合は省略に○を付

け、当該資料を提出した入札の情報を記載すること。また、一部再提出の場合は「一部再」

に○を付け『○○地区事業（○月○日入札）に○○提出済み。』と記載する。 

 
 



様式２

■工程管理に係わる工夫・提案

（注１）事業期間が複数年にわたる場合は各年度ごとに作成を行う。

（注２）初年度及び2年度にあっては毎年度1回以上の部分払（部分検査）を計画し、その時期を明示すること。また、最終年度は完成払（完了検査）の時期を明示すること。

（注３）年度ごとの間伐等予定区域、路網整備予定線及び植付が判読できる図面を添付すること。

10　20 10　20 10　20
備　　　考

事　業　計　画　の　工　程　管　理

工　程　表
事業名：○○○○事業

会社名：

10　20 10　20
項　　　目 単位 数量

[○／○]

　　月 　　月 　　月 　　月
10　20

　　月 　　月 　　月 　　月 　　月 　　月
10　20 10　20 10　20 10　20





様式４ 
同 種 の 事 業 の 実 績  

 
商号又は名称： 

項    目    

事
業
名
称
等 

事 業 名 
   

発 注 機 関 名 
   

履 行 場 所 
   

契 約 金 額 
   

履 行 期 間 
   

事
業
の
概
要
等 

事 業 の 内 容 

   

事業の履行条件その他 

   

（備考）１ 用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４とする。 
２ 公告において明示した参加資格が適確に判断できる具体的な項目を記載すること。 
３ 事業実績が複数以上を必要とする場合は、右欄を追加して記載すること。また、実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、履行期限、発注機

関、社印を有する部分及び設計図書等で事業内容が確認できる資料。下請を実績として記載した場合は、元請事業体と交わした契約書又は発注者が発出した下
請負承認書等の写し。）を添付すること。 

４ 記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について（平成 20 年 3 月 31 日付け林国業第 244 号林野庁長官通知）」
による事業成績評定を受けた事業の場合は、評定点を証明する書類を添付すること。 

５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、事業成績評定（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、
資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

 
[○／○] 



様式４                      （記 載 例） 
同 種 の 事 業 の 実 績  

 
商号又は名称：(株) ○○林業 

項    目    

事
業
名
称
等 

事 業 名 
 
素材生産（間伐） 

 
造林事業（下刈） 

 

発 注 機 関 名 
 
（財）○○県林業公社 

 
（財）○○県林業公社 

 

履 行 場 所 
 
○○県○○市 

 
○○県○○市 

 

契 約 金 額 
 
○○○，○○○円 

 
○○○，○○○円 

 

履 行 期 間 
 
平成 年 月 ～ 平成 年 月 

 
平成 年 月 ～ 平成 年 月 

 

事
業
の
概
要
等 

事 業 の 内 容 

 
伐倒、造材、巻立 
 
間伐面積 ○○ｈａ 
間伐材積 ○○ｍ3 

 
下刈 
 
下刈面積 ○○ｈａ 
 

 

事業の履行条件その他 

 
（履行条件がある場合のみ記

載） 
 

 
（履行条件がある場合のみ記載） 
 

 

（備考）１ 用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４とする。 
２ 公告において明示した参加資格が適確に判断できる具体的な項目を記載すること。 
３ 事業実績が複数以上を必要とする場合は、右欄を追加して記載すること。また、実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、履行期限、発注機

関、社印を有する部分及び設計図書等で事業内容が確認できる資料。下請を実績として記載した場合は、元請事業体と交わした契約書又は発注者が発出した下
請負承認書等の写し。）を添付すること。 

４ 記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について（平成 20 年 3 月 31 日付け林国業第 244 号林野庁長官通知）」
による事業成績評定を受けた事業の場合は、評定点を証明する書類を添付すること。 

５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、事業成績評定（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、
資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

 
[１／１] 



様式４（※改善措置用） 
同 種 の 事 業 の 実 績 

商号又は名称： 
項    目 １ ２ ３ 計 

事
業
名
称
等 

事 業 名     

発 注 機 関 名     

履 行 場 所     

契 約 金 額    
 

上位等級へ入札参

す る 場 合 の 同 期

間、同規模の実績 
金 額 

   

 

履 行 期 間     

事
業
の
概
要
等 

事 業 の 内 容 

    

事業の履行条件その他 
    

（備考）１ 用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４とする。 
２ 公告において明示した参加資格が適確に判断できる具体的な項目を記載すること。 
３ 事業実績が複数以上を必要とする場合は、右欄を追加して記載すること。また、実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、履行期限、発注機

関、社印を有する部分及び設計図書等で事業内容が確認できる資料。下請を実績として記載した場合は、元請事業体と交わした契約書又は発注者が発出した下
請負承認書等の写し。）を添付すること。 

４ 記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について（平成 20 年 3 月 31 日付け林国業第 244 号林野庁長官通知）」
による事業成績評定を受けた事業の場合は、評定点を証明する書類を添付すること。 

５ 発注対象事業より下位の等級に格付けされた認定事業主が直近上位より上位に入札する場合、認定事業主以外が上位に入札する場合は、様式４（改善措置用）
付表「上位等級へ入札参加する場合の実績額の考え方及び計算例」に基づき計算し添付すること。 

６ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、事業成績評定（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、
資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

[○／○] 



 
様式４（※改善措置用）                （記 載 例） 

同 種 の 事 業 の 実 績 
商号又は名称： 

項    目 １ ２ ３ 計 
事
業
名
称
等 

事 業 名  素材生産（間伐）  造林（除伐）   

発 注 機 関 名  
（財）○○県林業公社 

 
 ○○県○○市 

  

履 行 場 所  
○○県○○市 

 
 ○○県○○市 

  

契 約 金 額  
○○○，○○○円 

 
   ○○○，○○○円 

 
○○○，○○○円 

上位等級へ入札参

す る 場 合 の 同 期

間、同規模の実績 
金 額 

契約書等の金額× 
   当 該 発 注 対 象 事 業 の 
   履行期間と重複する日数 
  契約書等の契約期間の日数 
＝実績金額 
    ○○○，○○○円 

契約書等の金額× 
   当 該 発 注 対 象 事 業 の 
   履行期間と重複する日数 
  契約書等の契約期間の日数 
＝実績金額 
    ○○○，○○○円 

 

○○○，○○○円 

履 行 期 間 平成○年○月○日 ～ 
平成○年○月○日 

平成○年○月○日 ～ 
平成○年○月○日 

  

事
業
の
概
要
等 

事 業 の 内 容 

伐倒、造材、巻立 
間伐面積 ○○ｈａ 
間伐材積 ○○ｍ3 

除伐 
 
面積 ○○ｈａ 

  

事業の履行条件その他 
（履行条件がある場合

のみ記載） 
（履行条件がある場合

のみ記載） 
  

（備考）１ 用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４とする。 
２ 公告において明示した参加資格が適確に判断できる具体的な項目を記載すること。 
３ 事業実績が複数以上を必要とする場合は、右欄を追加して記載すること。また、実績として記載した事業に係る契約書等の写し（事業名、履行期限、発注機

関、社印を有する部分及び設計図書等で事業内容が確認できる資料。下請を実績として記載した場合は、元請事業体と交わした契約書又は発注者が発出した下
請負承認書等の写し。）を添付すること。 

４ 記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について（平成 20 年 3 月 31 日付け林国業第 244 号林野庁長官通知）」
による事業成績評定を受けた事業の場合は、評定点を証明する書類を添付すること。 

５ 発注対象事業より下位の等級に格付けされた認定事業主が直近上位より上位に入札する場合、認定事業主以外が上位に入札する場合は、様式４（改善措置用）
付表「上位等級へ入札参加する場合の実績額の考え方及び計算例」に基づき計算し添付すること。 

６ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、事業成績評定（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、
資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

[１／１] 



○　事業実績の考え方

・　入札公告の事業又は同種の事業を完了した実績であること。
・　同一年度の実績であること（複数年契約については同一年度又は連続年度）。
・　当該事業発注対象事業の履行期間と同一期間の実績であること。

○　実績額の計算例

当該発注対象事業
１　入札月日　平成23年5月10日
２　作 業 種　地拵・植付、下刈、除伐
３　履行期間　契約の翌日～10月31日

契約書等（同種事業の契約実績）の内容
契約実績１ 契約実績２
１　契約月日　平成21年7月9日 １　契約月日　平成21年9月20日
２　作 業 種 　下刈、除伐 ２　作 業 種 　除伐Ⅱ類
３　契約期間　7月10日～11月30日 ３　契約期間　9月21日～12月10日
４　契約金額　１５，０００，０００円 ４　契約金額　１０，０００，０００円

日数 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

※

22日 31日 30日 31日

10日 31日

※ 当該発注対象履行期間の始期は入札日から起算して７日目を契約日と仮定しその翌日とする。

同期間、同事業の実績計算

 当該発注対象事業の履行期間と重複する日数
　　　　　契約書等の契約期間の日数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  
したがって、実績額（契約実績１、契約実績２の合計）は、　　

１１，８７４，９９９円＋５，０６１，７２８円＝１６，９３６，７２７円　となる。

上位等級へ入札参加する場合の実績額の考え方及び計算例

契約実績２

     81日

  ＝１１，８７４，９９９円（端数切捨）

  ＝　５，０６１，７２８円（端数切捨）

    114日
    144日

     41日

168

7/10～11/30

重複する期間

契約書等の契約期間

期　間

当該発注対象履行期間

区　　　　分

契約実績１

9/21～12/10

様式４(改善措置用)付表

＝　実績金額

１５，０００，０００円 ×

　契約書等の金額　×

144

114

契約書等の契約期間

7/10～10/31

5/17～10/31

数　　式

契約実績１

契約実績２ １０，０００，０００円 ×

81

重複する期間 9/21～10/31 41



様式５ 

 

事業成績評定の平均点計算書 

（過去 2 年分(入札公告日の属する年度の前年度及び前々年度)の森林管理局・署等(他局を含む)が発

注する○○事業） 

 

会社名：             

 

年度 

 

署名 

 

事 業 名 

 

完成検査年月日 

 

評定点 

 

備考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

計 

 

          件     

 

 

 

 

 

 

 

平均点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１） 過去 2 年分（入札公告日の属する年度の前年度及び前々年度）の事業成績評定は、完成検査年月日の該当年

度で区切ることとし、森林管理局・署等（他局を含む）の発注した事業のうち、事業成績評定を受けた発注対象

事業と同種の事業（造林又は生産）のすべて（評定点が 65 点未満のものも含む）を記載すること。 

注２） 事業成績評定は、一契約毎に記載するものとし、一契約に複数の評定がある場合は平均点を記載すること。 

注３） 平均点の算出は、小数点 2 位を切り捨てし、小数点 1 位まで記載すること。 

注４）「事業成績評定通知書」の写しを添付すること。 

注５） 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（事業成績評定（写））を提出している場合で、

書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」

において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

[○／○] 



様式５ 

（記 載 例） 

 

事業成績評定の平均点計算書 

（過去 2 年分(入札公告日の属する年度の前年度及び前々年度)の森林管理局・署等(他局を含む)が発

注する○○事業） 

(注）発注対象事業と同種の事業名（造林又は生産）と記載する。 

 

会社名：○○○（株） 

 

年度 

 

署名 

 

事 業 名 

 

完成検査年月日 

 

評定点 

 

備考 

 

令和○○年度 

 

○○署 

 

○○○○○○事業 

 

○○年○○月○○日 

 

○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計 

 

 

 

○件 

 

 

 

○○ 

 

 

 

令和○○年度 

 

○○署 

 

○○○○○○事業 

 

○○年○○月○○日 

 

○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計 

 

 

 

○件 

 

 

 

○○ 

 

 

 

計 

 

○件 

 

 

 

○○○ 

 

 

 

平均点 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○．○ 

 

 

 

 

注１） 過去 2 年分（入札公告日の属する年度の前年度及び前々年度）の事業成績評定は、完成検査年月日の該当年

度で区切ることとし、森林管理局・署等（他局を含む）の発注した事業のうち、事業成績評定を受けた発注対象

事業と同種の事業（造林又は生産）のすべて（評定点が 65 点未満のものも含む）を記載すること。 

注２） 事業成績評定は、一契約毎に記載するものとし、一契約に複数の評定がある場合は平均点を記載すること。 

注３） 平均点の算出は、小数点 2 位を切り捨てし、小数点 1 位まで記載すること。 

注４）「事業成績評定通知書」の写しを添付すること。 

注５） 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（事業成績評定（写））を提出している場合で、

書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」

において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

[１／１] 





様式７  
 

配置予定技術者（現場代理人）の資格等  
 

氏 名  
項 目  

 
 

 
会社名       

資格名   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

事
業
経
験
の
概
要 

 
事 業 名       
 
発注機関名       
 
事 業 場 所       

従 事 期 間  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
配置予定技術者については、事業経験として記載した上記事業に従事したことを証明する。  

 
会  社  名：○○○○  
代表者名：○○ ○○   

（備考） １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。  
２ 公告において明示した競争参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること。  
３ 資格名は、技術士、林業技士、グリーンマイスター、グリーンワーカー、ニューグリーンマイスター、フォレストマネージャー、フォレストリーダー、フォレストワーカ

ー（林業作業士）、青年林業士の有している資格を記載するものとし、資格証の写しを添付すること。（資格を保有し、同種の実績に従事した実績を有する場合は、実績
を記載。）  

４ 配置予定技術者の事業経験は、入札公告２(6)、(7)及び入札説明書４(6)、(7)に該当するものとし、従事期間については年度で区切り、契約期間が年度を跨ぐ場合は、契

約日の属する年度を従事期間の１ヶ年度とし「3 ヶ年度」分（年度毎に 1 件）記載すること。  
５ 配置予定技術者は直接雇用する者である証明書（健康保険証、被保険者標準報酬決定通知書等の写し。）を添付すること。  
  なお、関係書類について被保険者等の記号・番号・金額等が記されている場合は、当該記号・番号・金額等にマスキングを施したものを添付すること。  
６ 配置予定技術者１名に付き１枚（部）に記載すること。  
７  当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、資格者証等（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省
略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。  

[○／○] 



様式７  
（ 記 載 例 ） 

配置予定技術者（現場代理人）の資格等  
       氏 名  
項 目       林 野  太 郎  

 
会社名  

 
（有）○○林業  

 
 

 
 

 
 

 
 

資格名  

①技術士（○○○○）  
取得：○年○月○日  
②林業技士（○○部門） 
取得：○年○月○日  

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

事
業
経
験
の
概
要 

 
事 業 名 

 
造林事業請負（下刈）  

 
造林事業請負（下刈）  

 
造林事業請負（除伐）  

 
 

 
 

 
発注機関名  

 
（財）○○県林業公社  

 
（財）○○県林業公社  

 
○○県○○市  

 
 

 
 

 
事 業 場 所 

 
○○県○○市  

 
○○県○○市  

 
○○県○○市  

 
 

 
 

 
従 事 期 間 平成 年 月  ～   

   平成 年 月  
平成 年 月  ～   
   平成 年 月  

令和 年 月  ～   
   令和 年 月  

 
 

 
 

 
配置予定技術者については、事業経験として記載した上記事業に従事したことを証明する。  

 
会  社  名：○○○○  
代表者名：○○ ○○     

（備考） １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。  
２ 公告において明示した競争参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること。  
３ 資格名は、技術士、林業技士、グリーンマイスター、グリーンワーカー、ニューグリーンマイスター、フォレストマネージャー、フォレストリーダー、

フォレストワーカー（林業作業士）、青年林業士の有している資格を記載するものとし、資格証の写しを添付すること。（資格を保有し、同種の実績に従
事した実績を有する場合は、実績を記載。）  

４ 配置予定技術者の事業経験は、入札公告２(6)、(7)及び入札説明書４(6)、(7)に該当するものとし、従事期間については年度で区切り、契約期間が年度
を跨ぐ場合は、契約日の属する年度を従事期間の１ヶ年度とし「3 ヶ年度」分（年度毎に 1 件）記載すること。  

５ 配置予定技術者は直接雇用する者である証明書（健康保険証、被保険者標準報酬決定通知書等の写し。）を添付すること。  
   なお、関係書類について被保険者等の記号・番号・金額等が記されている場合は、当該記号・番号・金額等にマスキングを施したものを添付すること。  
６ 配置予定技術者１名に付き１枚（部）に記載すること。  
７  当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（契約書（写）、資格者証等（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、
資料の提出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。  

 
[１／１] 



様式８（一貫作業用） 

 

従事予定者の資格・研修受講の有無 

氏 名 

資格・研修受講の有無 

備 考 

特別教

育（改

正前労

働安全

衛生規

則 36

条 8

号） 
 

 

伐木等

の業務

（基発

第

0214

第 9 号

第 2 の

1 特別

教育

（補

講）） 

特別教

育（改

正後労

働安全

衛生規

則 36

条 8

号） 
 

 

安全衛

生団体

等が実

施する

刈払機

取扱作

業者に

対する

安全衛

生教育 
 

車両系

建設機

械運転

技能講

習（整

地・運

搬・掘

削等） 
 

 

不整地

運搬車

技能講

習 
 

 

 

伐木等

の機械

の運転

に関す

る特別

教育 
 

 

走行集

材機械

の運転

業務に

関する

特別教

育 
 

簡易架

線集材

装置等

の運転

業務に

関する

特別教

育 
 

地山掘

削作業

主任者 
 

 

 

 

 

はい作

業主任

者 
 

 

 

 

 

林業架

線作業

主任者

及び機

械集材

装置の

運転の

業務に

関する

特別教

育 

低コス

ト作業

路企画

者養成

研修 
 

 

 

 

コスト

作業路

技術者

養成研

修 
 

 

 

 

森林作

業道作

設オペ

レータ

ー研修 
 

 

 

 

森林作

業シス

テム高

度技能

者育成

研修 
 

 

 

高度架

線技能

者養成

研修 
 

 

 

 

継続 
教育 
(森林 
分野 

CPD) 
 

 

 

 

 

 
                  

 

 

 

 
                  

 

 

 

 
                  

 

 

 

 
                  

 

 

 

 
                  

 

 

 

 
                  

 

 

 

                   
 

 

（備考）１ 作業内容に応じて法令上必要とされている資格内容等について記載する。 

２ 「資格・研修受講の有無」欄には、従事予定者が取得済の資格等に○印を付けること。 

３ 林業架線作業主任者は、入札公告等で架線集材でない場合は○印の記載を省略すること。 

４ 「資格・研修受講」が有の場合は、資格証・修了書の写しを添付すること。（継続教育(森林分野 CPD）は、証明書の写し。） 

５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（修了証等（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提 

出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

[○／○] 



様式８（一貫作業用）                （記 載 例） 

 

従事予定者の資格・研修受講の有無 

氏 名 

資格・研修受講の有無 

備 考 

特別教

育（改

正前労

働安全

衛生規

則 36

条 8

号） 
 

 

伐木等

の業務

（基発

第

0214

第 9 号

第 2 の

1 特別

教育

（補

講）） 

特別教

育（改

正後労

働安全

衛生規

則 36

条 8

号） 
 

 

安全衛

生団体

等が実

施する

刈払機

取扱作

業者に

対する

安全衛

生教育 
 

車両系

建設機

械運転

技能講

習（整

地・運

搬・掘

削等） 
 

 

不整地

運搬車

技能講

習 
 

 

 

伐木等

の機械

の運転

に関す

る特別

教育 
 

 

走行集

材機械

の運転

業務に

関する

特別教

育 
 

簡易架

線集材

装置等

の運転

業務に

関する

特別教

育 
 

地山掘

削作業

主任者 
 

 

 

 

 

はい作

業主任

者 
 

 

 

 

 

林業架

線作業

主任者

及び機

械集材

装置の

運転の

業務に

関する

特別教

育 

低コス

ト作業

路企画

者養成

研修 
 

 

 

 

コスト

作業路

技術者

養成研

修 
 

 

 

 

森林作

業道作

設オペ

レータ

ー研修 
 

 

 

 

森林作

業シス

テム高

度技能

者育成

研修 
 

 

 

高度架

線技能

者養成

研修 
 

 

 

 

継続 
教育 
(森林 
分野 

CPD) 
 

 

 

 

 

 林野 太郎 

 

 ○ 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 

 

 ○ 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 林野 次郎 

 

 ○ 

 

 ○ 

 

 

 

 ○ 

 

 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 ○ 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 

 

 

 

  

 

 ○ 

 

 

 

 林野 三郎 

 

  

 

  

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                  

 

 

 

 
                  

 

 

 

 
                  

 

 

 

                   
 

 

（備考）１ 作業内容に応じて法令上必要とされている資格内容等について記載する。 

２ 「資格・研修受講の有無」欄には、従事予定者が取得済の資格等に○印を付けること。 

３ 林業架線作業主任者は、入札公告等で架線集材でない場合は○印の記載を省略すること。 

４ 「資格・研修受講」が有の場合は、資格証・修了書の写しを添付すること。（継続教育(森林分野 CPD）は、証明書の写し。） 

５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（修了証等（写））を提出している場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提 

出を省略することができる。その際は、様式１別添「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

[１／１] 





















 
 
様式 15 
 

検知業務実績  
 

氏名  
項目  

   

添付書類  

 
 

業務実績  １ヶ年度  ２ヶ年度  １ヶ年度  ２ヶ年度  

 
 
   資格名  

 

 

 

 

 

 

 

 

記載 し た資 格 名の 

資格証の写し  

 

検

知

業

務

の

概

要  

 
事 業 名 

    記載した事業名の  

契約 書 の写 し 及び 

製材工場等への納品  

伝票の写し  

 

 
発注機関名  

    

 
事 業 場 所 

    

 
従 事 期 間

 

    

 
上記の者については、業務実績として記載した検知業務に従事したことを証明する。  

会  社  名：○○○○  
代表者名：○○ ○○    

（備考）１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。  
        ２ 業務実績は、入札公告２ (13)及び入札説明書４ (13)の従事期間（２年以上）については年度で区切り、契約期間が年度を跨ぐ場合は、契約日

の属する年度を従事期間の１ヶ年度とし記載すること。  
        ３ 資格名は、技術士、林業技士、グリーンマイスター、グリーンワーカー、フォレストマネージャー、フォレストリーダー、フォレストワーカ

ー（林業作業士）、青年林業士の有している資格を記載すること。  
        ４ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（資格証（写）、契約書及び納品伝票（写））を提出している場合で、書類の内

容に異同がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１（別添）「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出
した入札案件名等を記載すること。  

                                                          [○／○] 



様式 15 
（記載例）  

検知業務実績  
 

氏名  
項目  

〇〇 〇〇  〇〇 〇〇   

添付書類  

 
 

業務実績  １ヶ年度  ２ヶ年度  １ヶ年度  ２ヶ年度  

 
 
   資格名  

①技術士（○○○○）  
取得：○年○月○日  
②林業技士（○○部門）  
取得：○年○月○日  

 

 

〇〇 〇〇  

 

 

 

記載 し た資 格 名の 

資格証の写し  

 

検

知

業

務

の

概

要  

 
事 業 名 

公有林間伐  素材検知業務請負  素材検知業務請負  立木販売  記載した事業名の  

契約 書 の写 し 及び 

製材工場等への納品  

伝票の写し  

 

 
発注機関名  

公有林間伐  ○○森林管理署  ○○森林管理署  ○○森林管理署  

 
事 業 場 所 

○○県○○市  ○○国有林  ○○国有林  ○○国有林  

 
従 事 期 間

 

平成 20 年 6 月  ～   

   平成 20 年 10 月  

平成 23 年 5 月  ～   

   平成 24 年 2 月  

平成 23 年 5 月  ～   

   平成 24 年 2 月  

平成 25 年 5 月  ～ 

  平成 25 年 12 月  

 
上記の者については、業務実績として記載した検知業務に従事したことを証明する。  

会  社  名：○○○○  
代表者名：○○ ○○    

（備考）１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。  
        ２ 業務実績は、入札公告２ (13)及び入札説明書４ (13)の従事期間（２年以上）については年度で区切り、契約期間が年度を跨ぐ場合は、契約日

の属する年度を従事期間の１ヶ年度とし記載すること。  
        ３ 資格名は、技術士、林業技士、グリーンマイスター、グリーンワーカー、フォレストマネージャー、フォレストリーダー、フォレストワーカ

ー（林業作業士）、青年林業士の有している資格を記載すること。  
        ４ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（資格証（写）、契約書及び納品伝票（写））を提出している場合で、書類の内

容に異同がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、様式１（別添）「提出書類一覧」において「省略」を選択の上、提出
した入札案件名等を記載すること。  

                                                          [○／○] 
 
 


